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1．はじめに
1.1　概要

　本稿は、2024 年 5 月 25 日に専修大学神田キャンパスで開催された日本商業学会第 74 回

全国研究大会の基調講演の内容をもとに、出典の明示とさらなる論旨の体系化・明確化を

図ったものである。今回の全国研究大会の統一論題は「都市をめぐる流通・マーケティング

研究の新展開─理論と実証による多面的アプローチ─」であり、筆者が行った「商業・サー

ビス・消費者の新しい潮流と研究動向」と題する基調講演も都市との関連で議論を展開した。

　本稿では、講演内容を大きく 3 つのセクションに分けて執筆する。第 1 のセクションは、

イントロダクションとして日本商業学会全国大会と都市の関連性についてその歴史を振り返

り、都市（自治体）、事業者（商業・サービス業）、消費者からなる基本的研究枠組みを提示

する。第 2 のセクションでは、都市と事業者・消費者をめぐる学術研究の中から、主に筆者

が研究・教育に当たってきた小売業に関する 3 つの領域について議論する。そして第 3 のセ

クションでは、都市をめぐる研究に関して、新たな研究への視点、新たなデータの収集法と

活用、期待される研究体制の側面から今後の研究課題を提示する。

1.2　日本商業学会と都市

　日本商業学会の歴史を振り返ると、1973 年の第 23 回全国大会が、大阪市立大学において

「都市と流通」という統一論題で開催されている。そして、その成果は、1975 年に日本商業

学会編『流通構造と都市商業』（ミネルヴァ書房）という形で出版された。その後も、日本

商業学の会員達によって、日本商業学会「都市と商業」研究会編（1986）1、阿部・宇野

（1996）2 や石原・渡辺（2018）3 などの著作が出版されてきた。そして、2024 年の全国研究

大会において、約半世紀ぶりに「都市」に着目することとなった 4。

1.3　問題の所在と研究枠組み

　都市と商業をめぐる学術研究の枠組みを、3 つの当事者、すなわち都市、事業者、消費者

からなる関係として提示すると、図表 1 のようになる。これら三者間の関係を、図表はイン

プットとアウトプットの関係で例示している。各事業者は消費者に対して財やサービスを提

供し、消費者からはその代金や労働力をその地域において提供してもらっている。また、自

治体は、事業者に対して業務委託を行ったり、流通政策の一環として規制や振興政策を展開

したりしており、事業者の活動に大きな影響を及ぼしている。これに対して事業者は都市に

対し、税金の納入や業務の受託、あるいは地域への貢献などを行っている。さらに、自治体

と消費者（市民）との間にも、図に示されたような関係性が存在している。

　そして、これら三者に対して外部から影響を及ぼす要因は、一般的にマーケティング環境
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要因と呼ばれている。具体的には、経済、社会、技術、競争などの要因があり、ビジネス全

般に外部から大きな影響を及ぼしている。最近のビジネス環境の変化としては、少子高齢化、

人口の減少と偏在、人手不足や中小企業における後継者難、テクノロジーの進化、需要や税

収をめぐる都市間競争などが存在しており、学術的にも実務的にも新しい研究潮流を生み出

すきっかけとなっている。

　具体的な研究枠組みの考え方について言えば、例えば、次のセクションにも関連するが、

ある都市の小売構造（店舗密度：人口当たり小売店舗数）や小売成果（労働生産性：従業者

当たり小売販売額）は、小売業自身の戦略（品揃え：店舗当たり小売売場面積、サービス水

準：小売売場面積当たり従業者数、立地：人口当たり店舗数、広告：世帯当たり新聞頒布数）、

消費者（市場）の特性（平均世帯人数、所得）、都市（自治体）の特性（人口増加率、県庁

所在都市からの距離、昼間人口比率）、マーケティング環境要因（乗用車の普及）によって

規定されるといった着想を得ることができる。

2．都市と小売業・消費者をめぐる学術研究
　ここでは、筆者がこれまで関わってきた研究や教育をふまえて、都市と小売業・消費者を

めぐる学術研究を 3 つの切り口で紹介したい。第 1 に、革新的小売形態の歴史的研究として

百貨店を取り上げる。第 2 に、マクロ研究として、都市を分析サンプルとする小売構造研究

あるいは小売成果研究について紹介する。第 3 に、ミクロ的研究として、インターネット

ショッピングを取り上げてみたい。多くの小売形態は都市を中心に生成・展開されるが、イ

ンターネットショッピングは、そうした地域の壁を越えて全国津々浦々の消費者に商品を届

図表 1　都市・事業者・消費者からなる研究枠組み
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ける新しい小売サービス事業と言える。

2.1　革新的小売形態の歴史的研究─百貨店を事例として─ 5

　百貨店は、小売業の歴史の中でも都市型小売業を代表するものと言える。その歴史は、

1985 年にパリで生まれ、パリ万博をイメージしたとされるボン・マルシェに始まるという

のが定説となっている。その後、アメリカのメイシーズやイギリスのホワイトレーなどへと

海外に広がっていった。こうした百貨店の発展は、産業革命による大量生産や都市化の進展

と無縁ではなく、都市部の中産階級の消費需要をふまえていた。

　これに対し、日本の百貨店の歴史は、1904 年に日比翁助が「デパートメントストア宣言」

を行って三越呉服店を設立したことに始まる。三越呉服店は、1673 年に三井高利が開設し

た越後屋を起源としており、日比はイギリスのハロッズに倣い呉服屋から西洋風の近代的百

貨店へと業態の転換を図った。

　三越に続いて、松坂屋、高島屋、松屋、伊勢丹といった百貨店が、いずれも呉服屋を起源

として誕生するが、その後、電鉄系の百貨店も生まれてくる。1929 年には、阪急電鉄およ

び阪急東宝グループの創業者である小林一三が、日本初の電鉄系百貨店である阪急百貨店を

阪神急行電鉄（現在の阪急電鉄）梅田駅構内に開設する。これが日本で最初のターミナルデ

パートとなった。

　小林一三は、1909 年に設けられた三越少年音楽隊の影響を受け、1914 年に宝塚少女歌劇

を設立するなど、鉄道を中心とした沿線の都市開発に、百貨店を中心とした流通事業・観光

事業などを組み合わせる私鉄経営のモデルを確立した。

　こうした動きは関東にも波及し、東急目蒲線や東横線の敷設に尽力した五島慶太は、1934

年に渋谷駅に東横百貨店を開設し、これが関東最初のターミナル百貨店となった。五島は、

小林一三に倣って学園都市の開発やそれを担う鉄道、不動産、観光などのサービス事業の相

乗効果を狙ったビジネスを展開した。

　なお、欧米の百貨店の生成と発展は、M. P. マクネアが提唱した小売の輪の理論で説明さ

れることがある。つまり、そうした視点からも百貨店は小売流通研究の対象となり、筆者は

これまで商業学、商学基礎論、マクロ・マーケティング論などの講義の中でその歴史や理論

について論じてきた 6。

2.2　小売構造・小売成果研究

①研究の嚆矢とその後の展開

　センサスデータを用いて小売構造を分析した研究の嚆矢としては、イギリスの経済学者

フォード（1935）の研究が有名である。フォードは、イギリスの小売店舗が過多であるかど
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うかについて判断するために、センサスデータを分析し、次のようなことを明らかにした。

長期的には、実質所得の上昇（実質消費量の増加）は、店舗数の増加に正の影響をもつ。そ

して、それに伴い、必需品業種の場合、労働生産性向上による規模の経済性が働きやすく、

その結果として店舗の大型化が進み、店舗密度は減少に向かうが、反対に、生産性の増加が

見込めない奢侈品関連業種の店舗密度は増加する 7。この傾向法則は、フォード効果と呼ば

れている。

　その後、小売構造・小売成果研究は、アメリカの州や日本の都道府県レベルのマクロデー

タを分析する形で進んでいった。その代表的な研究としては、Takeuchi & Bucklin（1977）8

や清水（1982）9 がある。これらの研究では、小売構造（店舗密度：人口当たり小売店舗数）

や小売成果（労働生産性：従業者当たり小売販売額等）の地域間格差を、用意した説明変数

（市場変数、小売マーケティング変数等）の地域間格差で統計的に説明しようとするもので、

分析手法としては重回帰分析が多く用いられた。その後、都市レベルのデータは、州や都道

府県レベルのデータよりも小売商圏に近く、隣接する地域（都市）からの吸引度の影響も捉

えやすいという利点もあるため、商業統計などのマクロデータを都市レベルで集計し、それ

を分析するというアプローチが確立していった 10。

②小売吸引力研究への展開

　他方で、我が国において、特に都市と小売流通との関係を実証的に分析した先駆的研究と

しては、田村（1975）を挙げることができる。そこでは、都市レベルのデータを用いて、都

市圏小売システムの構造・成果樹型に基づく因果モデルが提示された。そのモデルは、最終

的な被説明変数が小売吸引度（人口当たり小売販売額）であることから、小売構造変数が小

売吸引度という成果変数を説明するまでのプロセスを都市レベルのデータを用いて解明する

ものであった。その後、筆者も米国の C. Ingene 氏と日本の商業統計データを用いた国際共

同研究を実施してきた 11。

　こうした研究は、小売吸引力の規定要因をマクロ的な要因の中から探るだけではなく、近

隣都市からの吸引力の推定や小売企業にとっての出店余地の究明（ミクロ的な視点）に役立

てる道を開いた。具体的には、筆者は、小売構造の規定要因に関する重回帰分析の残差から

都市別に見た出店余地の予測が可能であることを示した 12。

　他方で、小売吸引力研究は、特定地域における出店の影響度の予測研究として、特に大規

模小売店舗法の時代において発展した。そこでは、新規店舗の出店の影響を探るため、ハフ

モデルを援用して買物出向者数の量的な予測（吸引力の予測）が行われた。その時代の代表

的な著作としては、中西正雄（1983）がある 13。ハフモデルを用いた小売吸引力研究は、大

規模小売店舗法の廃止以降、次第にその数を減らしていったが、買物行動研究の一環として
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個別店舗の集客という新たな視点からの研究も生まれてきている 14。

③その後の研究展開

　以上は、都市との関連で見た小売構造・小売成果研究のきわめて簡潔な概要である。した

がって、それら以外の視点からも多様な研究が生み出されていることを指摘しておく必要が

ある。特に、小売構造・小売成果は、流通政策との関連性が強いため、国や都市の政策担当

者や商工会議所などとの関連でも研究が行われている。図表 2 は、そうしたことに鑑み、諸

概念と流通政策との関連性を概念的に示したものである。

図表 2　小売構造・小売成果研究と流通政策の関係

　流通政策の担い手は、国や都市などの自治体である。また、地元の事業者は、商工会議

所 15 を形成するなどして各自治体と意思疎通を図りながら、必要なサービスを見極め、そ

れを受ける。1970 年代の流通近代化政策などは、図表 2 の中央に位置する小売構造・小売

成果のレベルアップを目指し、国が取り組んだものである。また、大規模小売店舗法は、各

地域で発生する出店紛争を主に中小事業者の利益確保の観点から調整するものであった。さ

らに今日の大店立地法の時代にあっては、街づくりや都市計画の観点から各自治体が国と地

元事業者（商工会議所）との狭間で的確な流通政策を展開するという責務を担っている。都

市と商業の研究は、このような現状から生まれる様々な課題について取り組んでいる。

　最後に、主に都市を分析サンプルとする小売構造・小売成果研究には次のような課題が生

じている。まず、商業統計調査が終了したことである。それに代わる『経済センサス─活動

調査』データによって、事業所数、従業者数、年間販売額、売場面積（市区町村表）データ

が利用できるとされるが、商業統計との連続性には注意が必要である。次に、無店舗販売、

特にインターネットショッピングの増加により、各都市への小売販売額の割り当てが事実上

困難になっていることである。

+髙橋郁夫様（念校）.indd   27+髙橋郁夫様（念校）.indd   27 2024/11/20   9:56:132024/11/20   9:56:13



青山経営論集　第 59巻　第 3号

28

2.3　インターネットショッピング研究

　都市部に人口が集中するため、上述の百貨店のように革新的な小売形態は、基本的に都市

部で生成し発展してきた。しかしながら、シアーズなど 19 世紀後半に生まれた米国のカタ

ログ通信販売は、鉄道というインフラが生まれたことによって、百貨店のない地方部の消費

者にも多様な商品を届けるという役割を果たした。近年の電子商取引の発展も、インター

ネットというインフラの発達と無縁ではない。

　経済産業省（2023）16 によれば、物販系分野の BtoC-EC の市場規模は約 14 兆円である。

そのうち、スマートフォン経由の比率は 56％である。EC 化率を品目別に見ると、書籍、映

像・音楽ソフトが 52.16％、生活家電・AV 機器・PC・周辺機器等が 42.01％であるのに対し、

食品、飲料、酒類：4.16％、衣類・服装雑貨等は 21.56％となっている。品目によって、EC

化率にバラツキはあるもののコロナ禍の時代を経たこともあり、インターネットショッピン

グは、かなり普及してきた。

　図表 3 は、筆者の研究室で定点的に調査してきた過去 3 ヶ月の小売形態別利用者割合を示

図表 3　過去 3ヶ月の小売形態別利用者割合（％）

小 売 形 態 2012 年 2018 年 2023 年
スーパーマーケット 93 94 90
コンビニエンスストア 87 83 78
百貨店 35 28 24
大型専門店 25 15 24
ホームセンター 54 49 38
ドラッグストア 74 72 65
生協 21 16 11
一般小売店 26 17 19
リサイクルショップ・中古販売店 13 8 9
ネットオークション 20 13 10
インターネット通販 69 69 61
フリマアプリ n.a. 7 15
テレビショッピング・カタログ通販 5 3 3
自動販売機 53 40 32
駅や学校の売店 24 11 7
訪問販売・宅配 6 4 4
ショッピングセンター／ショッピングモール 46 31 26
商店街 17 12 11
100 円ショップ n.a. 64 59

標本数 994 1082 1025

＊髙橋郁夫研究会調べ（NTT コム リサーチによる WEB アンケート調査：いずれも 10 月に実施）
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したものである。これを見るとインターネット通販、ネットオークション、フリマアプリが

消費者の間に深く浸透してきていることが分かる。

　こうした背景を受けて、筆者は、米国の E. Moriuchi 氏とネットスーパー 17 やフリマアプ

リ（プラットフォーマーを介した CtoC 取引）18 の利用行動の研究を行ってきた。ごく大ま

かな知見をここで述べるなら、顧客満足と企業やプラットフォーマーの信頼性が重要である

こと、ブランド品などを購入する店舗のない地域にも商品が流通すること、経済的要因（合

理性）に比して社会的要因（快楽性等）は、インターネットショッピングでは評価されにく

いことなどが明らかになっている。

3．今後の研究課題
3.1　新たな研究への視点 19

①流通政策に関する研究

　流通政策に関して言えば、次の 3 つの新たな視点が求められる。第 1 に、流通政策の焦点

が、中小商業保護政策から地元産業の総合的な振興支援へと変化しつつあるということであ

る。そこでは、商工会議所の役割、特に自治体との協力体制が重要と考えられる。

　第 2 に、買物弱者問題や過疎化に伴う街づくりの問題が浮上している。そこでは、住みや

すさや生活のしやすさの向上を目指した施策が重視され、ウェルビーイングへの着目が求め

られている。

　第 3 に、都市間競争の面において、人口動態、税収（地方税、ふるさと納税）、都市の魅

力度発信等が焦点となっている。そこでは、縦割り行政の弊害とマーケティング人材の不足

が都市の競争力を阻害するものと推察され、これらの課題への対応が急務となる。

②デジタル技術の革新と商業・消費者行動に関する研究

　筆者が取り組んできた研究としては、前述のネットスーパーやフリマアプリの消費者受容

性に関する研究（ミクロ研究）やデジタル技術の普及が消費者脆弱性に及ぼす影響の研究

（マクロ研究）などがある。特に、マーケティング技術がもたらす消費者脆弱性については、

来年、香港で開かれる国際学会 20 の共同トラックチェアとして議論を展開する予定である。

3.2　新たなデータの収集法と活用

　今後の研究のために活用できる新たなデータは多様である。ここでは特に 3 つのタイプの

データについて、その収集方法と合わせて述べておく。

　第 1 は、人流データである。これは、GPS やビーコンを活用して記録されたデータであり、

人々の動きを詳細に捉えることができる。この情報は現象の記述のみならず、フィールド実
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験研究などでも力を発揮する。つまり、何らかの社会実証実験の効果を人流データで把握す

ることによって、政策の有効性を判断することができるのである 21。

　第 2 は、取引履歴データやテキストデータ、画像データなどである。これらのデータは、

機械学習や AI 解析のためのビッグデータとして活用される。さまざまなデータを多様な形

で分析するアプローチが提唱されている 22。

　第 3 は、自治体や商工会議所などに対するサーベイ調査データである。このデータ収集法

は、決して新しいものではないが、流通政策研究の上では有効である。筆者の経験では、全

国 790 の自治体（都市）に対する郵送法によるアンケート調査で実に 76.2％の回収率を達成

したことがある 23。この値は、企業に対するアンケート調査の一般的な回収率と比べるとか

なり高い。自治体や商工会議所へのサーベイ調査からデータを収集し、マクロ的な視点から

分析することで、日本全体や広域圏における流通政策の理解が深まるはずである。

3.3　期待される研究体制

　今後、都市と商業の関係に関する研究を遂行するためには、以下のような体制が必要にな

ると考えられる。第 1 に、グローバルな研究体制である。言うまでもなく、この種の研究は、

世界の多くの都市を事例として様々な研究者によって展開されてきた。都市と商業の栄枯盛

衰について考察する場合、そうした研究資料の蓄積を渉猟するだけではなく、海外研究者と

の連携が有益であろう。

　第 2 に、学際的な対応である。都市に関する研究は、商業のみならず、歴史、経済、建築、

都市計画、社会、消費、文化など様々な視点から行われてきた。事実、我が国だけを見ても

「都市」をその名称に含む学術団体は多数に及ぶ。マーケティングや流通の研究が学際的ア

プローチを採用していることをふまえるなら、具体的な研究課題に則して組まれた学際的な

研究チームによる研究が求められよう。

　第 3 は、産学官の連携である。流通・マーケティングと都市の関係の研究の受益者は、学

術研究者のみならず、流通政策立案者や事業者・マーケティング担当者などがいる。したがっ

て、産学官との連携によって、学術研究者だけでは気づきにくい諸課題にもアプローチする

ことが可能になると考えられる。
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